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第一章 序論

1.1背景 

1.1.1地球温暖化 

 地球温暖化とは、地球の平均気温が上昇する現象である。気温の科学的な観測と統計は 19 世紀から

始まっており、1906年から 2005年の 100年間で地球の平均気温は 0.74℃（誤差は±0.18℃）上昇し、

気候システムが温暖化していることには疑う余地はない。特に最近 50年間（1956～2005年）の温度上

昇の傾向は 10年間に 0.13℃も上昇し、これは過去 100 年間の（1906～2005 年）上昇傾向のほぼ 2倍

に相当している。（Figure1.1） 

 

 

Figure1.1 平均地上気温の推移[1] 

 

 地球温暖化が与える影響としては様々なものがあり、代表的な現象として以下を述べる。 

・世界平均海面水位の上昇 

温暖化により海水の熱膨張や、氷河、極域の氷床融解により海面水位が上昇するといわれている。結

果、海岸線の後退による国土の減少や沿岸災害の激化などが懸念されている。[1] 

・気候変化への影響 

 物理・生物環境の変化に関する 29000以上のデータのうち、89％以上が温暖化への反応として予測さ

れる方向性と一致した。[1]
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・水循環への影響 

 上記の気候変化により、気温の上昇、降水量の変化により河川流量の変化や湖沼水位の変化が懸念さ

れている[1] 

・生態系への影響 

温暖化により、動植物の極方向への生息範囲の拡大や、鳥類における産卵時期の早期化な生態系への

影響も懸念されている[1]。 

 

 

Figure1.2 放射強制力の構成要素[1] 

 

温室効果の評価に放射強制力があり、正の値が高いほど地球温暖化を促進する効果があるとされてい

る。放射強制力の構成要素（1750～2005 年）の内訳では人為起源の温室効果ガスの項目が最も多い。

（Figure1.2）これにより、1750 年以降の人間活動が温暖化を増進させてきたことについては、確信度

が非常に高いと言われている[1]。 

IPCCの 4次評価報告書では二酸化炭素が最も多く人為起源により排出されている温室効果ガスであ

り、部門別ではエネルギー供給が排出起源とされている割合が全体の約 26％を占めていると述べられ

ている[1]。 
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Figure1.3 人為起源の温室効果ガス[1] 

1.1.2エネルギー問題 

 

現在、世界の人口は 70億人を突破し、約 77億人になっている。国連の予測では今後も増加の一途を

たどり、21世紀末までに 100億を突破すると言われている。この人口を支えるため、世界のエネルギー

消費量は年々増加している（Figure1.4）[2]。 

 

 

Figure1.4 世界の地域別エネルギー消費量[3]（左）Figure1.5 世界の利用エネルギー内訳[3]（右） 

 

近年における、世界のエネルギー生産の中核を担っている発電方法は石油、石炭、天然ガスなどの化

石燃料を用いた火力発電であり、エネルギー需要の約 85％をこれらによって賄っている（Figure1.5）
[3]。しかし、化石燃料は有限であり、現在使用されている化石燃料はいずれに関しても 200年も持たな

い恐れがある（Figure1.6）[4]。また、これらの発電方法は発電時に大量の二酸化炭素を排出する。これ

は前述した地球温暖化の問題とも密接に関わっているため、発電時に二酸化炭素を排出せず、化石燃料

にたよらない再生可能エネルギーを用いた発電方法に注目が集まっている。 
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Figure1.6 世界のエネルギー資源確認埋蔵量[4] 

 

1.1.3再生可能エネルギー 

化石燃料の代替エネルギーとして注目を集めているのが再生可能エネルギーである。国内の法律※で

は「エネルギー源として、永続的に利用することができると認められるもの」と記されており、太陽光、

風力、水力、地熱、太陽熱、大気中の熱、その他の自然界に存在する熱、バイオマスが規定されている。

化石燃料を利用して得られる枯渇性のエネルギーとは異なり、定常的に補填されるエネルギー源である。

地球上に広く分布している他、火力発電と比較してほとんど二酸化炭素を排出しないという優れた利点

を持っている。世界中で再生可能エネルギーの導入が進んでおり、その一つである風力発電による発電

量は世界全体で、ここ数年において 5000 万 kW増加し、太陽光発電による発電量も大幅に伸びている。

加えて世界で新設される電源の過半数が再生可能エネルギーによるもので、その投資額も世界全体で伸

び続けている。 

 

（※）エネルギー供給事業者による非化石エネルギー源の利用及び化石エネルギー原料の有効な利用の

促進に関する法律 

 

1.1.4海洋エネルギー 

海洋エネルギーは海洋に蓄えられたエネルギー全般を指し、利用形態がいくつかあり、海洋温度差発

電、波力発電、潮汐力発電、潮流発電等が挙げられる。海洋エネルギーも再生可能エネルギーの一種で

あり、海洋の運動は周期的な動きがみられるため、発電量の予測が容易であるという点、さらには高い

ポテンシャルをもっているという点が他の再生可能エネルギーとの大きな違いである。このような利点

から、海洋エネルギーの利用開発は欧米を中心に各国で行われている。特に欧州は世界的に見て海洋エ

ネルギーポテンシャルが最も高い地域の一つであり、その中でも海洋エネルギーに最も恵まれているの

はイギリスである。ゆえにイギリスは比較的早い段階から海洋エネルギーの利用開発に着手し、現在で



5 

 

はこの分野で世界をリードしている。 

日本においてもイギリス同様に四方を海に囲まれており、大きな排他的経済水域を有している[5]。こ

の水域においては水産資源だけでなく、海流などの自然エネルギーの開発が認められているため、我が

国は海洋エネルギーを利用するには非常に適した環境にあり、これを利用しない訳にはいかない。こう

した中、既に複数の日本企業も海洋エネルギーの開発に向けて動き出している。政府としても、2014年

7 月、実際に実証フィールドが選定された。選定された海域は新潟県粟島浦村沖、佐賀県唐津市加部島

沖、長崎県五島市久賀島沖及び椛島沖、西海市江島及び平島沖、沖縄県久米島町の 4県 6海域となって

いる[6]（Figure1.7、Table1.1）。 

 Table1.1日本で行われている海洋エネルギーを用いた再生可能エネルギー発電 

都道府県 海域 エネルギーの種類 

新潟県 栗島浦村沖 海流（潮流）、波力、浮体式洋上風力 

佐賀県 唐津市 加部島沖 潮流、浮体式洋上風力 

長崎県 五島市 久我島沖五島市椛島沖 潮流、浮体式洋上風力 

沖縄県 久米島町 海洋温度差 

 

 

Figure1.7海洋エネルギー発電を用いた国内プロジェクト 
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向にのみ回転する。タービンが縦長（長方形）で受風面積が大きいため多くの潮流をとらえることがで

きる。しかし，回転トルクが大きいので流速が小さいと稼働しない。発電効率は 30～45％である。 

 

 

Figure1.9潮流発電機の種類 

先行事例 

 

1）イギリス 

イギリスの南西部に位置するブリストル湾奥のセヴァーン河三角洲は、世界第二位の干満差が観測さ

れるため、潮流発電への発展が見込まれている地域である。イギリスの潮流発電を行っている Marine 

Current Turbines社は、2003年にデボン沖で直径 11 mの 2翼のタービンを備えた発電出力 300kWの

Seaflowと呼ばれる実証プロジェクトを行い、これは、後に SeaGen S、及びUシステムへ引き継がれて

いる。2008 年 2 月には商業用としては世界初となる潮力発電である SeaGen S、及びUシステムを設

置する計画が発表された。S システムとは一つの支柱から両端に取り付けられた対のタービンから構成

され、1.2 MW の発電容量を確保し，定期的な保守点検の際に海中から引き上げることができる

（Figure1.10）。0.66 m/sの潮流で発電が始まり、その回転エネルギーがギアボックス装置を経由して発

電機を駆動する。同年 5月に現地へ設置，7月には試運転を開始し、150 kW の電力を生産した[7][8]。 

 

Figure1.10 SeaGenS[7] 
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2)日本 

日本では川崎重工業株式会社の着底式潮流発電装置を用いたプロジェクトのプロジェクトが沖縄電

力と川崎重工の共同でNEDO(New Energy and Industrial Technology Development Organization ) の

実証実験プロジェクトに採択された。潮流発電のプロジェクトはベンチャー企業によるものが多い中、

大手の重工企業の参入は世界的にも注目を集めていたがコストの問題で現在この事業は頓挫した。しか

し、このプロジェクトを九電みらいエナジー株式会社や新日鉄住金エンジニアリング株式会社等が引き

継いでいる[9]。九電みらいエナジー社は２０２1年の 1 月に長崎県五島市において、水深約４０メート

ルに５００キロワットの出力を有する高さ２３メートルの水平軸型タービンの発電機を設置し、２か月

間の発電状況を確認する実証実験を予定している。（Figure1.11）[10] 

 

Figure1.11公開された潮流発電機[18] 

 

1.1.6本研究の目的 

日本国内において潮流発電に適している場所は、前述した長崎県の五島列島周辺海域など、狭隘で浅

い海域というのが特徴である。このような海域での設置構想は多くの発電機を密集して配置し、効率よ

くエネルギーを取り出す小規模な潮流発電ファームの構想である。その際、設置された発電機がこのよ

うな周辺環境に及ぼす影響を事前に調査する必要があり、最適な風車配置なども考慮しなければならな

い。 

周辺環境への影響評価や風車の最適配置の検討のため、風車後流の流速や乱流の強さを把握する必要

がある。これには CFD によるファームの大規模な解析が必須である。しかし、ファーム全体の解析と

なると複数水車の干渉、海底地形、海面うなりの影響を複雑に考慮した CFD の広域モデルの開発が求

められる。 

本研究室では現在、科学研究費助成事業として、「潮流発電の実用化開発に必要な高精度広域 CFD解

析手法の開発」というプロジェクトを進めている。潮流発電の実用化開発に必要な流体解析ツールの提
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供を目的としており、高い並列性能を有する解適合格子法に基づく非圧縮性流体ソルバーを開発し、実

務への利用が可能な計算負荷で小規模潮流ファーム全体に対する数値解析が行える広域 CFD モデルを

構築することを目指している。 

そこで本研究では、1 ＭＷ級の発電機の 1/50 スケールで作成した発電機を２基製作し、応用力学研

究所が所有する曳航装置で曳航する（Figure1.12）。曳航試験では主に 1基単体の場合と 2基並列に設置

した場合での発電効率を表すパワー係数の測定を行う。また、タービンの設置深度や波の有無などがパ

ワー係数に与える影響を考察し、得られた実験データを上記で述べた開発予定のＣＦＤモデルの精度検

証として提供する事を本研究の目的とする。 

 

Figure1.12 曳航試験概要図 

 

 本論文の各々の章及び研究の流れは以下のようになる．第 1 章では，世界の環境問題、エネルギー

問題、潮流発電について触れ，本研究の必要性や目的を述べる．第 2 章では，今回の実験で使用する式

や潮流発電機の基礎理論について述べる．第 3 章では，実験をする際に製作した土台や潮流発電機の

模型について述べる。第 4 章では，作成した模型の精度確認のため行った翼素運動量理論による性能

解析と回流水槽で行った試験について述べる。第 5 章では，深海水槽で行った水槽実験とその結果に

ついて述べる。 
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3.2 タービン本体 

タービンはナセル（本体）、支柱、土台、ブレードの四つから構成されており、地面から頂点まで 45 cm、

土台の幅は 64 cm、ナセルの軸先端から後方までの長さは 40 cmである。（Figure3.2.1-3.2.2）ナセル本

体と支柱は中空構造となっており、モーターが内蔵されている。以下にタービンの寸法を示す

（Table3.2.1） 

 

 

Figure3.2.1 タービン側面図   Figure3.2.2 タービン上面図 

 

Table3.2.1 タービン寸法 

 

高さ（mm） 450 

幅（mm） 640 

タービン長さ（mm） 400 

ブレード直径（mm） 400 

 

  

高さ タービン長さ 

幅 

ブ レ ー

ド直径 
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3.2.1ナセル  

ナセル内部はブレードを回転させる役割を持つインナーローター部、モーターによりインナーロータ

ーに駆動力を伝える部分のアウターローター部の二層になっている。精密機械を内蔵している関係上、

インナーローターとアウターローターは完全に隔てられており、防水性を保持している（Figure3.2.3）。 

 

 

Figure3.2.3セル内部概要図 インナーローターとアウターローター 

※ 紫と黄緑色のエリアは完全に隔離されて独立している。 

 

・アウターローターと駆動伝達部 

アウターローターはいくつかのギアを通してモーターの駆動を伝えている。モーターとアウターロー

ターの最終的なギア比は 2：1 になるように設定している。また、アウターローターとインナーロータ

ーの外周には２０個のポケット上になっている構造がある。ここにはハルバッハ配列で、ネオジム磁石

が挿入されている（Figure3.2.4）。この配列は磁極の方向を最適化し、で磁力を一部に集中することがで

きる。アウターローターとインナーローターは隔壁され、直接ギアで駆動を伝えることができないため、

この方法によるトルクの伝達方法を採用した。 

 

Figure3.2.4ハルバッハ配列（左）とナセル内部概要図 アウターローターと駆動伝達駆動部（右

 

 

モーター 
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・アウターローターと駆動伝達部の使用部品と各寸法 

 アウターローターと駆動伝達部の使用部品と各寸法を Figure3.6から 3.11に示す。 

 

Figure3.2.5 アウターローター 

 

Table3.2.2 アウターローター寸法 

最大幅(mm) 80 

最大径(mm) 70 

 

Figure3.2.6 ピニオンギア 

 

Table3.2.3 ピニオンギア寸法 

最大幅(mm) 36 

最大径(mm) 18 

 

 

 

 

 

Figure3.2.7 ドライブギア 

 

 

Table3.2.4 ドライブギア寸法 

最大幅(mm) 29 

最大径(mm) 33.6 

 

Figure3.2.8 インナーコア 

 

Table3.2.5 インナーコア寸法 

最大幅(mm) 57 

最大径(mm) 60 

最大高さ(mm) 100 
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Figure3.2.9  アウターローター 

 

Figure3.2.10インナーコアとモーター 

・インナーローター 

インナーローター（Figure3.2.11-3.2.12）はアウターローターからの駆動力をブレードへ伝える。ア

ウターローターと同じくネオジム磁石を挿入する 20個のポケット上の構造がある。 

 

 

Figure3.2.11インナーローター概要図 

 

Figure3.2.12インナーローター全体図 
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・インナーローターの使用部品と各寸法 

インナーローターの部品と各寸法を（Figure3.13、Table3.2.6）に示す。 

 

Figure3.2.13インナーローター 

 

Table3.2.6インナーローター 

最大幅(mm) 54 

最大内径(mm) 10 

最大径(mm) 50 

シャフト： 径、長さ(mm) 10,136 

・主要胴体 

胴体類はセパレーター、上下隔壁、前後キャップ、バルクヘッド、セパレーター、アクリル筒から構

成される。防水性に最も気を付けなければならないため、パーツの洗浄や研磨を行うことによりかみ合

わせを確かめながら慎重に組み立てを行った（Figure3.2.14）。特に赤線の部位は浸水が懸念されるため、

シリコンによる隙間の埋め合わせをしている。 

 

Figure3.2.14胴体類概要図 
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胴体類の概要と各寸法を示す（Figure3.2.15-3.2.22、Table3.2.7-3.2.13）。 

 

 

 

 

Figure3.2.15 上部隔壁 

 

Table3.2.7 上部隔壁寸法 

最大幅(mm) 80 

最大奥行き(mm) 148 

最大高さ(mm) 40 

Figure3.2.16 下部隔壁 

 

Table3.2.8 下部隔壁寸法 

最大幅(mm) 80 

最大奥行き(mm) 148 

最大高さ(mm) 66 

 

 

 

 

 

Figure3.2.17 後部キャップ 

 

Table3.2.9 後部キャップ寸法 

最大幅(mm) 51 

最大径(mm) 80 

Figure3.2.18 前部キャップ 

 

Table3.2.10 前部キャップ寸法 

最大幅(mm) 20 

最大径(mm) 80 
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Figure3.2.19 後部バルクヘッド 

 

Table3.2.11 後部バルクヘッド寸法 

最大幅(mm) 25 

最大径(mm) 80 

 

Figure3.2.20 セパレーター 

 

Table3.2.12 セパレーター寸法 

 

 

 

Figure3.2.21 アクリル筒 

 

Table3.2.13 アクリル筒寸法 

奥行き(mm) 120 

外径(mm) 80 

厚み(mm) 2 

 

 

Figure3.2.22 ナセル本体 

 

 

 

 

 

 

最大幅(mm) 67 

最大径(mm) 80 
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・トルク計測部 

トルクの計測には共和産業のロードセル（LMA-A-100N）を使用した（Figure3.2.23）。ブレードに加

わるトルクがインナーコアを介してロードセルを押し込み、トルクを検出できる構造になっている

（Figure3.2.24）。また、ロードセルはスプリングで常に押し込まれる仕組みとなっており、0ポジショ

ンを調整する事で引っ張りトルク（マイナストルク）を計測することも可能である。 

トルク計測部の各寸法とロードセルの取付位置を示す（Figure3.2.26-3.2.28、Table3.2.14-3.2.15）。 

 

定格容量：100N 

直径：20mm（100N～1kN）  

非直線性：±1%RO 以内  

 

Figure3.2.23 ロードセル       Figure3.2.24トルク測定概要 
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・胴体類の使用部品と代表寸法 

Figure3.2.25ロードセルベース           Figure3.2.26ロードセルストッパー 

         

Table3.2.14ロードセルベース寸法      Figure3.2.15ロードセルストッパー寸法 

最大奥行き(mm) 20  最大奥行き(mm) 10.5 

最大径(mm) 26  最大幅(mm) 28 

   最大高さ 19 

 

 

 

 

Figure3.2.27 ロードセル組み込み位置 
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3.2.2支柱・脚部 

支柱・脚部はナセル本体を支える役割をもつ。3点で地面に対して固定されている（Figure3.2.28）。 

支柱・脚部の各寸法と概要を示す（Figure3.2.29-3.2.39、Table3.2.16-3.2.25）。 

 

Figure3.2.28脚部 

・支柱・脚部の使用部品と代表寸法（1/2） 

Figure3.2.29支柱アルミパイプ 

 

Table3.2.16支柱アルミパイプ寸法 

最大高さ(mm) 274 

最大外径(mm) 60 

最大厚さ(mm) 2 

 

Figure3.2.30タワーインナー 

 

Table3.2.17タワーインナー寸法 

最大高さ(mm) 20 

最大径(mm) 55 
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Figure3.2.31アンカーベース 

 

Table3.2.18アンカーベース寸法 

最大奥行き(mm) 45 

最大径(mm) 60 

Figure3.2.32レッグベース 

 

Table3.2.19レッグベース寸法 

最大奥行き(mm) 53 

最大径(mm) 60 

Figure3.2.33タワーベース 

 

Table3.2.20タワーベース寸法 

最大高さ(mm) 108 

最大外径(mm) 60 

最大内径(mm) 34 

Figure3.2.34アンカーコア 

 

Table3.2.21アンカーコア寸法 

最大高さ(mm) 52 

最大径(mm) 28 

Figure3.2.35アンカープレート 

 

Table3.2.22アンカープレート寸法 

最大高さ(mm) 14 

最大径(mm) 120 

Figure3.2.36アンカーベースインナー 

 

Table3.2.23アンカーベースインナー寸法 

最大高さ(mm) 9 

最大幅(mm) 56 

最大奥行き(mm) 51.5 



24 

 

Figure3.2.37アクリル円筒×3 

 

Table3.2.24アクリル円筒×3 

高さ(mm) 76 

径(mm) 120 

厚さ(mm) 3 

 

Figure3.2.38脚部アルミパイプ 

 
 

Table3.2.25脚部アルミパイプ 

高さ(mm) 191 

径(mm) 60 

厚さ(mm) 2 

 

 

 

 

 

 

Figure3.2.39ナセル本体、支柱、脚部 全体図 
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Figure3.2.33ブレード 

 

Table3.2.25ブレード寸法 

最大高さ(mm) 51 

最大幅(mm) 80 

最大奥行き(mm) 218.141 

翼形 NACA4412 

 

Figure3.2.34ハブコア 

 

Table3.2.26ハブコア寸法 

最大奥行き(mm) 51 

最大径(mm) 50 

 

 

 

 

 

Figure3.2.35 ハブインサート 

 

Table3.2.27 ハブインサート寸法 

最大奥行き(mm) 46 

最大径(mm) 16 

 

 

 

Figure3.2.36ハブキャップ 

 

Table3.2.28ハブキャップ寸法 

最大奥行き(mm) 29 

最大径(mm) 60 
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Figure3.2.37 ハブフロント 

 

Table3.2.29 ハブフロント寸法 

最大奥行き(mm) 17 

最大径(mm) 54 

 

 

Figure3.2.38翼取り付け全体図 
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3.3 仮底 

曳航装置で曳航する仮底について解説する。仮底の簡単な概要を以下に示した後に組み立てや使用し

たパーツについて解説する。仮底の概要と全体図は以下（Figure3.3.1-3.3.2、 Table3.3.1）に示す。 

 

Table3.3.1 仮底諸元 

幅(mm) 2810 

奥行き(ｍm) 5360 

高さ(ｍm) 1970 

全重量(kg) 430 

素材 アルミニウム 

 

Figure3.3.1仮底概要図 
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Figure3.3.2仮底全体図 

 

 

 

 

 



31 

 

3.3.1床板 

ベニヤ板 9枚を床底として仮底に取りけた。水にさらされる部分のため、表面には防水塗料を 2重で

塗布し、腐食を防止している（Figure3.3.4）。また、仮底前面部のベニヤ板 3 枚は主流を乱さないよう

にエッジ加工を施した（Figure3.3.5）。ベニヤ板の概要と寸法を（Figure3.3.3、Table3.3.2）に示す。 

 

Table3.3.2ベニヤ板寸法 

縦(mm) 910 

横(mm) 1820 

厚さ(mm) 12 

 

 

Figure3.3.3ベニヤ板概要 

  

 Figure3.3.4防水塗料を塗布している様子        Figure3.3.5エッジ加工 
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3.3.2 浮力材・フェアリング 

仮底の水中部重量を相殺する目的で 40mm厚のスタイロフォームを浮力材とした。設計では水中重量

は 163 kgfとして以下計６枚の角型スタイロフォームを作製した。また、同時に仮底天井部を支える柱

による流れへの乱れを防止するため、１３本のフェアリングスタイロフォームも作成した。スタイロフ

ォームの寸法と概要図を（Figure3.3.6-3.3.9、Table3.3.3-3.3.4）に示す。 

 

Table3.3.3四角形スタイロフォーム（計 6枚）寸法 

縦(mm) 850,810,710 

横(mm) 830 

厚さ(mm) 40 

Table3.3.4フェアリングスタイロフォーム（計 13本）寸法 

縦(mm) 1240 

横(mm) 40 

高さ(mm) 80 

 

     

Figure3.3.6四角形スタイロフォーム    Figure3.3.7フェアングスタイロフォーム 

         

Figure3.3.8四角形スタイロフォーム取り付け    Figure3.3.9フェアングスタイロフォーム取り付け 
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3.4その他製作物 

制御盤：ナセル内部に組み付けたモーターを制御するための制御盤を製作した（Figure3.4.1）。 

機能としては、回転数の制御のほか、モーターの全出力トルクの 20％以上の逆トルクが作用した場合

にストップする安全機能や、シャフトのブレーキを任意解除できる機能をスイッチで制御可能にしてい

る。万が一の緊急事態に備え、電源を強制カットする緊急停止ボタンも備えている。 

 

Figure3.4.1制御盤 

 

漏水検知装置・エアーポンプ：ナセル内部に水が浸入した場合に備え漏水検知計とそれに連動したエ

アーポンプ装置を作製した（Figure3.4.2）。水の検知には電極が水に触れることにより回路ができ、それ

をマイクロコンピューター（Arduino）で検知する。検知した際には圧電スピーカーによる警告音が鳴

り、右のエアーポンプがナセル内部に空気を送り込む仕組みになっている。 

 

Figure3.4.2漏水検知装置 
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3.5実験装置全体像 

仮底の全体像と水中で仮底を試走させた写真を載せる（Figure3.5.1-3.5.2）。 

 

Figure3.5.1土台完成図 

 

Figure3.5.2土台試走試験 
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タービン全体像 

今回の実験で使用する二つのタービン A、Bの全体像を載せる（Figure3.5.3-3.5.4）。 

 

Figure3.5.3タービン A 

 

Figure3.5.4タービン B  
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第四章 単基タービンの解析 

 

4.1 翼素運動量理論を用いた単機タービンの性能解析 

 
Figure4.1.1 QBlade(画像参照 http://www.q-blade.org/) 

 

Q-Bladeはベルリン工科大学で開発されたオープンソースのソフト（Figure4.1.1）であり、翼素運動

量理論を用いて単基タービンの性能予測や解析を行うことが出来る。表面波の影響や二基タービンの相

互干渉に関する解析を行うことは不可能であるが、今回作成したタービンの計測システムの精度確認の

ための判断材料として用いるには十分であるため、キャリブレーション用としてこのソフトウェアを用

いた解析を行った。以下では解析に使われている運動量理論と翼素理論、翼素運動量理論を説明する。 

 

4.1.1運動量理論 

 

第二章では、作動流体がもつパワーを(2.3)で述べた。運動量理論では簡易的ではあるが、より詳細に

発電機が作動流体から抽出できるエネルギーを述べる。運動量理論は風車の基礎理論であるが、潮流タ

ービンへも応用できる。ローターの前後で以下のような流管を導入する（Figure4.1.2）。 
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4.1.4翼詳細と計算条件 

4.1.3で説明した通り、翼素運動量理論を用いた解析では多数の翼の情報が必要である。そこで前章

にて採用した翼を 21等分したモデルを作製して計算に用いた（Table4.1.1、Figure4.1.5）。翼型の詳し

い説明は三章で説明しているため割愛する。 

Table4.1.1翼の詳細 

r半径[m] β取付角[°] A翼弦長[m] 0.10 12.3 0.053 

0 54.6 0.044 0.11 10.9 0.049 

0.01 47.1 0.044 0.12 9.7 0.046 

0.02 40.1 0.067 0.13 8.6 0.043 

0.03 34.0 0.076 0.14 7.7 0.041 

0.04 28.8 0.078 0.15 6.9 0.038 

0.05 24.6 0.075 0.16 6.2 0.036 

0.06 21.1 0.071 0.17 5.5 0.034 

0.07 18.3 0.066 0.18 4.9 0.033 

0.08 15.9 0.061 0.19 4.4 0.031 

0.09 14.0 0.057 0.20 4.0 0.030 

 

 

Figure4.1.5 翼の詳細 
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Figure5.3.2 流速計 

 

Figure5.3.3測定の様子 
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5.4.1実験結果（波無し） 

   実験で得られたトルクの時系列データを示す（Figure5.4.4-5.4.5）。青い線が実験で計測した処理

を施していないデータである。予想以上にノイズが大きかったため、フーリエ解析を行い、10 Hz

以上をノイズとしてカットした（Figure5.4.6-5.4.7）。カット後のデータをオレンジで重ねてい

る。以降の実験では断りがない限りすべてのトルク計に対して 10 Ｈz以上をカットし、時系列デ

ータは周速比 4におけるデータを代表として示す。 

 

 

Figure5.4.4 （波無し、1Ｄ）トルク時系列データ 

 

Figure5.4.5 （波無し、1.5Ｄ）トルク時系列データ 
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Figure5.4.6 （波無し、1Ｄ）トルク:スペクトル-周波数      Figure5.4.7 （波無し、1.5Ｄ）トルク:スペクトル-周波数 

  

タービンの深さ 1D、1.5Dでそれぞれ得られたパワー係数の結果と翼素運動量理論（以下

BEM）を用いた解析を重ねたグラフを示す(Figure5.4.8)。 

実験では周速比 3.5付近において、1Ｄでは 0.38、1.5Ｄでは 0.37の最大パワー係数が得られる

結果となった。設置深さの違い対してパワー係数は若干のばらつきは見られたが、ほとんど差異は

なく測定誤差の範囲だと考えられる。流速分布の測定結果から考慮しても、仮底から 10cm以上で

は流速が一様になるためこの結果は当然であると考えられる。 

BEMの方に関しては計測値より全体的に高くなる傾向が見られたが、これは BEMが 3次元的

な影響を無視していることを条件に計算されているためだと考えられる。本来であれれば、翼端損

失や回転流などによる影響を考慮しなければならない。しかしながら、全体的な傾向や曲線の概形

などは実験結果とよく一致しており、今回の実験は十分な精度を持っていたと判断できる。 

 

 

Figure5.4.8 （波無し）周速比-パワー係数 まとめ 
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5.4.2 実験結果（波有り) 

波有りの状態でタービンの深さを 1D、1.5Dで変えた場合の実験結果を述べる。波有りの状況では

明らかに波の影響を受けている様子が見受けられた（Figure5.4.9-5.4.12）。波は水の円運動と捉えるこ

とができるため、波高の最大と最小では水の円運動に対する接線速度の向きがタービンに対して水平

に作用したためだと考えられる。 

また、波高の最大最小に合わせてトルクも最大と最小を示し、トルクと波高計のスペクトルを比べ

るとトルクの振幅最大のピーク周波数は波の周期による周波数と一致した（Figure5.4.13-5.4.16）。 

 

 
Figure5.4.9 （波有り、1Ｄ）トルク時系列データ 

 

 

 

 
Figure5.4.10 （波有り、1.5Ｄ）トルク時系列データ 
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Figure5.4.11 （波有り、1.0Ｄ）波高計-トルク-同位相の時系列データ（※トルクはスペクトルの周波

数 5Hz以降カット） 

 

 

 

 

 

 

Figure5.4.12 （波有り、1.5Ｄ）波高計-トルク-同位相の時系列データ(※トルクはスペクトルの周波数

5Hz以降カット) 
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Figure5.4.13 （波有り、1Ｄ）波高:スペクトル-周波数      Figure5.4.14 （波有り、1Ｄ）トルク:スペクトル-周波数 

 

Figure5.4.15 （波有り、1.5Ｄ）波高:スペクトル-周波数      Figure5.4.16 （波有り、1.5Ｄ）トルク:スペクトル-周波数 

 

各周速比に対するパワー係数は周期ごとにトルクの平均をとって流速 0.5 m/sを固定して算出した

（Figure5.4.17-5.4.19）。また、エラーバーは計測データ全体の標準偏差を表しており、1Dと 1.5Dの

標準偏差の比を示す（Figure5.4.20）。1.5Dに対して 1Dの方は 1.2倍ほど標準偏差が大きくなる傾向

がみてとれる。これにより設置深度による波の影響が変わることが分かる。これも波による水の円運

動が深度によって小さくなるためだと考えられる。 

  







59 

 

タービン一基に関する全ての実験で測定したパワー係数の平均値を示したグラフを示す

（Figure5.4.21）。波有りの際に計測したパワー係数は波無しに対して大きく出る傾向がでた。しかな

がら波有りの条件に対しても、時間平均値をとれば同じようなカーブになると思われる。この原因は

パワー係数の算出を曳航装置の設定速度 0.5 m/sで固定して計算しているためだと考えられる。実験で

は造波装置による波の抵抗が仮底を通して曳航装置に伝わり、設定速度がわずかに変化したため、ト

ルクの測定に影響を与えたと考えられる。本来であれば、流速計の値を使用するべきであるが、今回

の電磁流速計では信用できる精度の測定ができなかったため、計算に取り入れていない。しかしなが

ら、今回の結果により改めて流速計の必要性を認識した。 

 

 

Figure5.4.21 （タービン一基 全実験比較） 周速比-パワー係数 
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5.5.1 実験結果（波無し） 

タービン A,Bで計測した時系列のトルクとそのスペクトルを（Figure5.5.4-5.5.7）に示す。 

タービン Aのトルクに若干の波が観測されたが、これは前の実験で残留した波が減衰しておらず、その

影響だと思われる。 

 

 

Figure5.5.4 （波無し、1Ｄ）タービンＡトルク時系列データ 

 

Figure5.5.5 （波無し、1Ｄ）タービンＢトルク時系列データ 

              

Figure5.5.6（波無し、1Ｄ）タービン Aトルクスペクトル-周波数    Figure5.5.7（波無し、1Ｄ）タービン Bトルクスペクトル-周波数 
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タービン Aのパワー係数を青、タービン Bを緑で示す（Figure5.5.8）。タービン Aではパワー係数

がタービン 1基の結果に比べ、非常に綺麗な曲線を示したことに加え、全体的に低い値を計測した。2

基の実験では流速計を取り外して計測を行ったため、流速計による後流の乱れがなくなったことが原

因であると考えられる。今後は流速計の設置位置も再考する必要性がある。 

タービン Bではパワー係数がおよそ 0.06~-0.7(周速比 2~9)と、Aに比べて大幅に低い数値を示し

た。これは、タービンＢが Aと同じ角速度で回転しているのに対し、Bへの主流は Aからの干渉を受

けて流速が遅くなっているためである。そのため、Ｂから計測されたトルクが小さくなったことが原

因である。 

タービン Aとタービン Bのパワー係数を合計した場合をオレンジの線で示す（Figure5.5.8）。二基

でエネルギーを取り出すと仮定した場合、周速比が 3の場合にパワー係数が 0.34で最大を示した。A

単基では周速比 4で最大 0.302のため、タービン二基の方が一基よりも最大で 4%効率が高い結果とな

った。 

 

Figure5.5.8 （波無し、1Ｄ）周速比-パワー係数 
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5.5.2タービン 2基の曳航実験（波有り） 

トルクと波高計の時系列データを示す（Figure5.5.9-5.5.11）。一基の波有りの際と同様に波による影

響が確認された。また、位相を合わせたトルクと波高計の時系列を示す（Figure5.5.12）。トルクも AB

共に波高の山と谷でトルクも山と谷が確認された。原因もタービン一基の波有り同様、波による水の

円運動の接線速度が水平となり、主流への影響が最大となるポイントであるためだと考えられる。 

フーリエ変換を行うと波の周期（Figure5.5.13）より小さい周期で特徴的な山がタービンＡＢ共に確

認された（Figure5.5.14-5.5.15）。今回の実験を行った際、仮底が波に合わせて不規則な揺れしている

現象が観測された。これまでは確認されてこなかった揺れであったため、波による周期的な負荷によ

り仮底のネジや固定部が緩んだためだと考えられる。今後は波有りの実験回数には制限を設ける必要

が確認された。 

 

 

Figure5.5.9 （波有り、1Ｄ）タービンＡトルク時系列データ 

 

Figure5.5.10 （波有り、1Ｄ）タービン Bトルク時系列データ 
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Figure5.5.11 （波有り、1.0Ｄ）波高計-トルク-同位相の時系列データ(トルクはスペクトルの周波数

5Hz以降カット) 

 

 
Figure5.5.12 （波有り、1Ｄ）波高スペクトル-周波数 

 

 

Figure5.5.13（波有り、1Ｄ）タービン Aトルクスペクトル-周波数 Figure5.5.14（波有り 1Ｄ）タービン Bトルクスペクトル-周波数 
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タービン A,Bの周速比とパワー係数のグラフを示す（Figure5.5.16-5.5.17）。タービン一基と同様に波の

周期毎に平均を取り、点をプロットしている。エラーバーは標準偏差を示す。 

 

Figure5.5.15 （波有り、1Ｄ）タービン A 周速比-パワー係数 

 

 
Figure5.5.16 （波有り、1Ｄ）タービン B 周速比-パワー係数 
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タービン Aのパワー係数の平均を青線、タービン Bのパワー係数の平均を緑線、Aと Bの合計をオ

レンジの線で示す（Figure5.5.17）。Ａ単体では周速比 4でパワー係数が 0.377と最大をとり、Ｂでは

周速比 2で最大 0.07であった。Ｂのパワー係数が極端に低い原因としては波無しの場合と同じく、Ａ

の干渉により主流の流速が回復していないためであると考えられる。 

 

Figure5.5.17 （波有り、1Ｄ）周速比-パワー係数 

 

二基によるパワー係数の合計による効率は、周速比が 3の場合にパワー係数が 0.378で最大を示し

た。よって、A単体に対し、タービン二基の方が最大で 5.3%効率が高い結果となった。 

タービン二基で得られた全ての実験結果を示す（Figure5.5.18）。タービン一基の波有りによる実験

と同様、1Dによる波有りではパワー係数が高い傾向になることがわかる。これも、一基の場合と同じ

く土台による波の影響を曳航装置が受けたために抵抗となり曳航装置の速度が変わったためであると

考えられる。今回の実験では流速計が使用できなかったが、今後は流速計による流速の測定と設置位

置の変更が実験精度向上のためにも重要であることが分かった。 

 

Figure5.5.18 （波有り、波無し、1Ｄ）周速比-パワー係数 
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第六章 結論 

6.1総括 

本研究では、海洋システム力学研究室で推進している科学研究費助成事業「潮流発電の実用化開発に

必要な高精度広域 CFD解析手法の開発」に関して、開発中の潮流ファームを解析する広域 CFDモデル

の精度検証のために二基潮流発電用タービンの相互干渉に関する実験を行った。実験ではではタービン

のトルクを計測し、パワー係数を求めた。パワー係数は潮流発電機が取り出し可能なエネルギーの割合

を意味する。以下に本研究の実施内容と得られた成果を説明する。 

 模型について、応用力学研究所所有の 3Dプリンターを用いてパーツを出力し、1/50スケールの潮流

発電機二基を製作した。一般的に水車の性能測定を行う模型実験は、水面上から支えを入れ、上下反転

している水車模型（ナセルとタービンのみを没水させる）に対して実験を行う。しかし、今回開発する

広域 CFD はタービンの相互干渉を解析目的としており、タービンのみならず支柱構造の影響も重要で

ある。そのため、精度検証用の水槽実験は土台を含める正確な水車模型を製作し、実験条件も実際の設

置環境により近づけることを念頭に置いた。水車模型が完全に水面下にあるため、水濡れが厳禁とされ

る測定器やモーターなどが格納されている駆動部（ナセル）と回転するローター部を完全に隔離する方

式をとった。そのため、ネオジム磁石による磁力を介して回転力を伝達する新しいカップリングシステ

ムを採用した。また、密閉したナセル内部には漏水検知計、および漏水が検知された際空気をナセル内

部に送り込む安全装置を設置した。 

本実験前に仮底上の流速の鉛直分布を測定した。これは、底面境界層の影響を確認するためである。

計測から地面から 10cm以上になると、概ね一様流になっており、タービンは底面境界層に影響されな

いことが確認された。 

 実験は応用力学研究所の深海力学実験水槽で実施した。仮底は水槽の曳航装置に固定され、0.5m/sで

曳航されることにより、0.5m/sの潮流速を模擬した。周速比はローターの回転数を制御することによっ

て 2～9 の範囲に変化させ、トルクの計測を行った。タービン一基とタービン二基の 2 パターンと、タ

ービンの設置深さ 1Dと 1.5Dの 2パターン、および波有りと波無しの２パターン、計 8パターンに対

して実験を行う予定であったが、途中でタービン故障により、二基タービンでの深さ 1.5D に関する実

験は行われず、実施できたのは 6パターンであった。 

以上の実験結果に対して解析を行い、得られた知見は以下の通りである。 

 

1. タービン一基のみによる実験で計測されたトルクから得られたパワー係数の最大値は周速比 3～3.5

の範囲で 0.37～0.38の値になった。これは翼素運動量理論を用いて計算したパワー係数と比較する

と、概ね一致しており、水槽実験の精度を確認できた。 

2. タービン一基の波無しの場合に対して、設置深度 1Dと 1.5Dでの結果を比較したところ、パワー係

数はほぼ同じ値になったため、この 2つの設置深度の違いによる影響は無視できる。 
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3. タービン一基の波有りの場合の実験結果から、トルクの計測値が波の周期に合わせて変動すること

が分かった。その原因は、波の水粒子の円運動により、波高の最大、最小においてタービンに対す

る流速は最大と最小になり、トルクも最大と最小になることである。設置深さ 1Dと 1.5Dの計測結

果の標準偏差を比較したところ、1Dのトルクがおおよそ 1.5Dの 1.2倍になることを示したため、

設置深度が浅いほど受ける波の影響が大きいことが分かった。このことから、このようなトルクの

周期的変動は浅い海域にタービンを設置した場合に起こりやすく、タービンへ疲労負荷を与える恐

れがある。 

4. タービン二基（波無し、同回転数、2基間隔 5D）の実験では、二基複合のパワー係数では周速比 3

で最大 0.378 のパワー係数が計測された。これは、上流側のタービン単体で得られた最大パワー係

数(周速比 4, Cp＝0.325)にくらべて 4%ほど大きい。また、波有りの実験では二基のトルクは共に

波に影響され、周期的に変動することが見られた。タービン二基（波有り、同回転数、2基間隔 5D）

の実験では、二基複合のパワー係数では周速比 3.5 で最大 0.378 のパワー係数が計測され、上流側

のタービン単体で得られた最大パワー係数(周速比 4, Cp＝0.325)に比べて 5.3%ほど大きいことが

分かった。 

 

6.2今後の課題 

本研究ではタービンの故障が原因で実施できなかった実験があり、今後タービンを修理して、再実験

を行う予定である。また、今回の実験で多くの問題が発見し、実験精度を向上させるヒントも得た。特

に、今回の実験ではタービン前方に電磁流速計を使って流速を計測したが、流速計は流れ場に大きな乱

れを与えることになったため、トルクの計測精度に悪い影響を与えた可能性が大きい。今後再実験を行

う際、流速計の取付け位置について検討する必要がある。 

もう一つは、今回はスケジュールの都合や回流水槽の破損などで、タービン Bについては本実験前の

キャリブレーションを行うことができなかったため、タービン Bのトルク計測の信頼性が保証できなか

った。今後、タービンＡと同様にタービン Bのキャリブレーション実験の実施が必要と考えている。 
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